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                  田中会計事務所ニュース 

★ N e w s   新型コロナ対策・第２次補正予算成立        

 第 2次補正予算が 6月 12 日、国会で可決・成立しました。4月 30 日に成立した第 1次補正予算に

続き、新型コロナウイルス感染症の影響が深刻化、長期化する事態に備えた追加経済対策が柱で、追

加歳出総額 31 兆 9114 億円は、第 1 次補正予算 25 兆 6914 億円を上回り、過去最大の規模となりま

す。財源は全額、国債の追加発行でまかなわれます。 

 2020 年度 第 2 次補正予算のポイント  

＜新型コロナウイルス感染症対策関係経費  31 兆 8171 億円＞ 

① 「雇用調整助成金」の拡充                                                 4519 億円  

 雇用の維持を図るため、休業手当・賃金の一部を助成する制度 

・助成の上限を、1 人当たり日額 1 万 5千円に引き上げる。 

② 資金繰り支援の強化                         11 兆 6390 億円  

・日本政策金融公庫や民間金融機関を通じた実質無利子・無担保融資の対応強化 

③ 「家賃支援給付金」の創設                       2 兆 242 億円  

5 月の緊急事態宣言の延長により、売上の急減に直面するテナント事業者に対して地代・家賃

の負担軽減を目的とする給付金を支給する制度 

 ・テナント事業者（中堅企業、中小企業・小規模事業者・個人事業者） 

 ・5 月～12 月で、以下のいずれかに該当する場合 

   いずれか 1か月の売上高が前年同月比で 50％以上減少 

   連続する 3か月の売上高が前年同月比で 30％以上減少  

 ・申請時の直近の支払家賃（月額）をもとに算出した給付額の 6か月分を給付する。 

  給付上限額（月額）… 法人 100 万円、個人事業者 50 万円 

④ 医療提供体制の強化                          2 兆 9892 億円  

 ・都道府県向けの新型コロナ｢緊急包括支援交付金｣、患者に接する医療従事者への慰労金の支給 

・医療機関への医療用マスク等の配布 

 ・ワクチン、治療薬の開発等への支援 

⑤ その他の支援                             4 兆 7127 億円  

 ・｢地方創生臨時交付金｣の拡充…都道府県が、休業要請に応じた事業者への協力金等に活用  

 ・児童扶養手当の受給世帯など、低所得のひとり親世帯に追加的な給付 

 ・｢持続化給付金｣の対応強化 

 ・文化芸術活動の緊急総合支援パッケージ 

 ・学校再開に伴う感染症対策、学習保障対策。教員、学習指導員の追加配置 

⑥ 感染症対策予備費         10 兆円  

懸案の予備費の使途について、政府は①雇用支援 

生活支援に 1 兆円 ②中小企業の事業承継に 2 兆円 

③医療体制強化に 2 兆円を充てると説明。 

予算の迅速な執行が、課題となっています。 
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